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 2004 年 10 月 23 日，午後 5 時 56 分，これまでに経験したこともない激しい
揺れが新潟県中越地方の農山村を襲った．新潟県中越地震である．地震の規模
は，マグニチュード 6.8．震源地に近い旧川口町（現長岡市）では，震度 7 を計
測し，この地震によって史上初めて新幹線が脱線した．人的被害は，死者 68 人，
重軽傷者 4795 人．家屋被害は，全壊 3175 棟，半壊 13810 棟，一部損壊 104619
















































































 第 5 章では，以上を総括して，被災地復興における住民の主体性獲得プロセ
スの農山村における平時の地域づくりへの応用を試みる．なお，被災地復興に
おける住民の主体性獲得プロセスについては，第 6章の結言において言及する． 
そして，本論の後，本論全体を補足する補論 1，2，3，4，第 3 章を補足する















































の過疎地域等に属する約 62,000 集落のうち，高齢者割合が 50％以上の集落は約
8,000，集落機能低下又は機能維持が困難な集落は約 9,000，今後 10 年以内に消






















































































































2009 年 12 月現在，復興基金には 10 事業分野，134 の事業がある 10）．新潟県
がまとめた復興基金事業実績 10）をもとに，2005 から 2008 年度の 4 年間の 10






















































図 2－4 事業種別の復興基金事業実績（件数） 
 
 



































 申請件数，助成金額ともに上位を占めた 3 事業分野の主要メニューの概要を










































































































図 2－6 生活支援対策事業の中の主要メニューの年次推移 
 
 












































る．図 2-6 をみると地域共用施設等復旧支援は，2006 年度をピークに減少する
が，地域コミュニティ再建施設等再建支援は，2007 年度に急増し，その後は緩
やかに増加する．地域コミュニティ再建（ソフト）は，2006 年度以降に大きく
増加する．地域復興デザイン策定支援は，2007 年度 4 件，2008 年度 28 件，ち







































川口地区は，中越地震本震の震源地で，震度 7 を計測し，人的被害は死者 6
名，重軽傷者 62名．家屋被害は，全壊 513棟（60.2％），大規模半壊 72棟（8.5％），
半壊 164棟（19.3％），一部損壊 103棟（12.0％），被害なし 0棟（0％）と甚大
な被害を受けた．震災前後の地区別の世帯数変化を見ると，東川口地区で 482
から 424 世帯（12％減少），荒谷地区で 21 から 16 世帯（24％減少），田麦山地
区で 167から 124世帯（26％減少），木沢・峠地区で 56から 40世帯（29％減少）
と地震の被害が大きかった地域では人口減少がおきた（2004年 10月 1日と 2011


















るアンケート調査」を実施した．調査対象は，2010 年 9 月時点で高校生以上の
川口地区住民 4,460人とし，1,510世帯の全世帯に調査票を各 3通ずつ配布した．
ただし世帯に対象者が 4名以上いる場合は誰が回答しても良いこととした．2010





































図 2－10 回答者の年齢構成 
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図 2－12 震災前後での生活環境の変化 


































































図 2－14 復興のために今後やるべきこと 
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図 2－15 川口の悪いところ 





















































号線から山道を 10 分ほど登っていったところにある（図 2－9）．木沢・峠地区
は，中越地震本震の震源地に隣接しており，地震の被害は甚大であった．死者 1
名，全壊 45棟，大規模半壊 6棟，半壊 4棟，一部損壊 3棟，損害なし 0棟であ
った 11）．この地区でも，震災を機に住みなれた地域を離れる住民が多く，震災
前，人口 150名，世帯数 56軒（2004年 9月末）であったものが，震災後，人口































基金事業メニューの申請状況は，2007 年 1 月に「地域コミュニティ施設等再













































































































































































































































































































































現在の川口地区についての設問 8 項目，3．10 年後の川口地区についての設問 4
項目で構成されている．なお地区別の回答数は，和南津地区 109（配布数 312），
中山地区 79（配布数 297），東川口地区 358（配布数 1281），西川口地区 303（配
布数 1308），上川地区 243（843），田麦山地区 146（369），木沢・峠地区 39（120），




































































































































































































表 3－2 代表４集落の被害状況（アンケート調査注 2 より） 
集落 世帯数 全壊 大規模半壊 半壊 
仮設住宅入居率
(%) 
Ａ 33 33 0 0 100 
Ｃ 20 5 5 8 100 
Ｄ 83 7 12 15 25.3 















図 3－2 A 集落：中間層減少，「復興した」と回答（D 集落も同様の傾向） 
 
 
















































































































































































































































































て触れておく．2007 年 9 月に復興基金で「地域復興支援員設置支援」事業が導
入され，2008 年度から各市町村に本格的に復興支援員が配置され，同時に研修
会が始まった．2009 年 2 月開催の研修会から農村地域政策の関係者が講師とし
て登場し 12)，その後両関係者のやりとりが始まり，2009 年度から両者がメンバ
ーとなった「地域の人的支援研究会」が創設された 13)．一方，2008 年 4 月に国
の過疎問題懇談会で，新たな過疎対策として集落支援員（仮称）の設置が提言
され 14），2008 年 8 月に集落支援員制度が，2009 年 3 月に地域おこし協力隊制度













響を及ぼし合っていた．また，2009 年 3 月に開催された復興支援員の研修会で
は，農村地域政策の関係者から新しいコミュニティの構築－「手作り自治区」
の提案がなされ 13），集落を対象としたコミュニティ再生ソフト施策の次の段階
































































































































図 4－1 木沢・峠地区の復興プロセス 
 
 



















































































































































図 4－2 4集落の概要 
 
 つぎに法末集落を除く 3 集落の活動プロセスを記述したシート（表 4－1，表

























































図 4－3 木沢・峠集落の活動プロセス 
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図 4－4 池谷集落の活動プロセス 
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図 4－5 若栃集落の策定までの活動プロセス 
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同様に活動プロセスシートの積算値 1.9付近（池谷集落は 2.2，若栃集落は 2.1）
で住民の主体性の萌芽を感じさせる住民の発言があったことが確認できる． 
Ⅲ～Ⅳの期間（共通認識づくり～地域復興デザイン策定開始）が，住民の主
























































めている．他は，木沢集落は 23 か月後，池谷集落は 17 か月後，若栃集落は 16
か月後である．また，法末集落は，活動プロセスシートの積算値 1.6 でワーク































































































































































































みに，地域おこし協力隊員数の推移をみると 2012 年度 617 名，13 年度 978 名，
14 年度 1511 名であり，隊員数が年々増える傾向にあることがわかる 1）．一方、
隊員数が増えるなかで自治体の制度運用の課題が指摘されている 2）．また，地域
おこし協力隊制度を導入済みの自治体（444 団体，2014 年度）は，制度対象と































図 5－5 集落再生のプロセス概念図 
注．小田切徳美（2014）「農山村は消滅しない」（岩波書店）165 ページの
























































































































































































 ここでは，10 集落で構成する地域を対象エリアとしている．まずは，2 集落
（A、B）をモデル集落とし，その後，他の集落（C，D・・・）に波及させてい





































































































































































































 第 4章では，まずは 2016年現在でも住民主体の地域づくりが継続している複
数集落の復興プロセスの比較分析から，継続している集落の復興プロセスは，






所要期間は，無知型不安状態→支援 1→能動型不安状態が 30 か月，その後の地















































くは人口をとり，横軸に時間をとる．1945 年を起点にすると概ね図補 1－1 の
ような曲線を描ける． 
 





























































































図補 1－2 に示す． 
 

































て，復興のかたちは大きくかわる．その違いを図補 1－3 に示す． 















































約 3 年間の活動について，図補 2－1 をもとに時系列に詳しく紹介する． 
 
 





















































































図補 2－2 生活再建・インフラ復旧と農山村の復興 
 
























 2007 年 2 月，被災地である長岡市蓬平温泉で「地域復興交流会議」（以下，
交流会議）が市民会議主催，新潟県共催で開催され，農山村の復興に取り組む
集落，支援団体，行政機関等，約 50 団体，150 名が参加した．目的は，農山村
の復興に取り組んでいる集落が一堂に会し，情報交換やネットワークづくりを
進めることにあった．昼は，集落の活動発表と情報交換，夜は，連携を深める
ための懇親会が行われた．その後も，2007 年 9 月（旧川口町），2008 年 3 月（旧
























2007 年 4 月に「地域復興デザイン策定支援」が生まれる．復興の取り組みが早
く，住民の主体性が醸成されていた法末集落が，いち早くこの基金施策に取り
組んだ．2009 年 5 月からは，地域デザイン策定に取り組む集落間の情報交換と
相互刺激を目的に「地域復興デザイン発表会」が始まった．これは，交流会議
の成功体験からヒントを得た取り組みである． 










 2007 年 12 月，「川口町地域復興支援センター」の開所式が行われた．このセ
ンターは，同年 9 月に開始された復興基金施策の「地域復興支援員設置支援」
によるもので，地域復興支援員 1 名が配置された．その後，中越全体で地域復
興支援センターが 9 か所設置され，地域復興支援員 51 名が配置された（2009
年 8 月時点）． 

























































基金事業の概要は表補 2－1 の通りである 1)． 
 
























































2012 年 7 月 11 日，この 2 つの事業の選定審査会（会場：長岡震災アーカイ
ブセンターきおくみらい）が開催され，一次審査（書類選考）を通過した地域




































としている．収益化の裏付けとして地域活性化総合特別区（2011 年 12 月第 1
次指定、2012 年 2 月計画認定）を活用した①過疎地有償運送の旅客の範囲の緩
和、②自家用マイクロバスの貸渡しの許可基準の緩和による売上増などが検討













































































































議論が積み重ねられていた．2009 年 5 月から 2012 年 5 月までの間，14 回にお
よぶ市民協働条例検討委員会での議論を経て，2012 年 6 月には市民協働条例が







































































































































































中越地震の被災地では，震災から 7 年目（2011 年）に中越メモリアル回廊（当


































なお，メモリアル施設オープンまでの経過は表補 4－1 の通りである． 
表補 4－1 メモリアル施設オープンまでの経過 
 
年月日 項目 概要 
04.10.23  中越地震発生 妙見で母子 3 名被災 



















2 市 1 町による提案、妙見メモリアルを明記 
07.04.16 「震災の記憶」保全・
収集事業 












































































された．この施設は，約 2 年間，仮設住宅の高齢者を支える役割を果たした． 










































































































な館も川口住民によって設立された NPO 法人くらしサポート越後川口に運営 
委託されている．他にも，おぢや震災ミュージアムそなえ館では，小千谷市民 


















































































2004 年 10 月 23 日の新潟県中越地震による道路崩壊等によって山古志地域の
全ての集落が孤立した．集落の勇士は，集落の状況を役場に伝えるために一晩
かけ歩いて峠越えをしたという．そして，10 月 24 日，当時の長島忠美村長は，
村民の命を守ることを最優先に考え，全村避難を決断した． 


















































助けられた」という．住民は，その後，早く出た人で 2 年，一番遅く出た人で 3
年 2 か月間，仮設住宅に暮らすこととなった． 
 山古志村役場では，様々な関係者の協力のもと，2005 年 1 月～2 月にかけて
住民の意向調査を行っている．この調査では，住民の 92％が村に帰って生活す
ることを希望している．この住民の意向をベースに役場では，村独自の復興プ




































































 10 月 23 日，17 時 56 分，中越地震がおきた．池谷集落では，複雑骨折をし
た怪我人がいた．そこで，道路が壊れていたため，池谷から役場まで歩いて情

























との親しくなった．2005 年 1 月には，三ケ地区合同でさいの神（集落の祭り）
を行った． 
 村に帰る，帰らないの最初のアンケート（2004 年 12 月）では，帰りたい世
帯が 27 世帯あった．それが冬を越すと 15 世帯に，そして，最終的に 13 世帯に
なった．池谷集落に一番早く戻った人は，2007 年 8 月に戻った．仮設住宅に集
落の入居者がいなくなったことを確認して 2007 年 12 月に戻った．集落に戻っ
たのは自分が最後だった． 




























































 保存会には，山古志全域に 30 名の会員がいる．多い人では，2000 本の苗を
育てている．私は，3 畝（1 畝は、約 10ｍ×10ｍ、1 反の 10 分の 1）に 550 本






































た．会員は 250 名いる．4 月の第 2 日曜に総会をやり，総会後，同級会をやっ
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